
 

栃木県職員の給与のあらましを県民の皆さまにお知らせします。 

 

 栃木県職員の給与は、県内民間企業の給与の実態や生計費、物価などの調査に基づいて栃木県人事委員会が行う 

給与勧告や、国・他の地方公共団体との均衡を考慮し、県議会の審議を経て、条例で定められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※諸手当は期末・勤勉手当、退職手当、寒冷地手当を除きます。（R６.4.1 現在） 

 

 

（R６.4.1 現在） 

 
 

 

 

 

354,212 

366,120 

337,930 

321,023 

43,907 

52,497 

105,359 

70,004 

小中学校教育職

（平均42.3歳）

高等学校教育職

（平均45.2歳）

警察職

（平均39.1歳）

一般行政職

（平均42.4歳）

平均給料月額

諸手当

407,217 

362,231 

424,349 

436,876 

420,530 

400,374 

386,744 

315,679 

407,763 

426,750 

406,930 

387,821 

349,482 

316,667 

390,821 

390,295 

386,409 

360,016 

308,181 

271,091 

363,307 

360,494 

340,651 

316,713 

273,447 

237,815 

325,063 

321,525 

293,398 

273,253 

238,641 

200,480 

277,474 

277,419 

267,941 

235,419 

202,100 

170,900 

226,100 

226,100 

231,400 

202,400 

警察職

一般行政職

小中学校

教育職

高等学校

教育職

警察職

一般行政職

初任給

5年後

10年後

15年後

20年後

25年後

30年後

398,119

418,617

443,289 

391,027 
単位：円 

単位：円 

*人件費には給与費のほか、 
共済組合負担金などが含ま 
れています。 

給与費総額 

1,608 億 1,864 万円 
一人当たり給与費 657 万円 

平均給与月額（給料月額（基本給）＋諸手当）、平均年齢の状況（令和５年度） 

経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年度） 

 歳出額 

9,125 億 3,309 万円 

人件費 2３.０％ 
2,０９６億５,９６６万円 

給料 

1,0０３億５,184 万円 

職員手当（退職手当を除く） 
190 億 8949 万円 

 

期末・勤勉手当 
413 億 7731 万円 

 

高
校
卒 

大 

学 

卒 

人件費の状況(令和５年度普通会計決算） 職員給与費の状況(令和５年度普通会計決算) 



 

 

職員には、次のような手当が支給されています。 

（令和６年 4 月１日現在） 

期末勤勉手当 

（R６年度支給割合） 

区分 ６月期 12 月期 計 

期末手当 1.２２５月分 1.２２５月分 2.４５月分 

勤勉手当 1.0２５月分 1.0２５月分 2.0５月分 

退職手当 

（R５年度の実績） 

支
給
率 

退職事由 勤続 20 年 勤続 35 年 最高限度額 平均支給額(一般、教育、警察)  

自己都合 19.6695 月分  39.7575 月分  47.709 月分  1,257 千円  

応募認定・定年 24.586875 月分  47.709 月分  47.709 月分  22,434 千円  

応募認定退職者に対する加算措置（３～45％） 

地域手当 

民間賃金の水準を基礎とし、物価等を考慮して以下の地域で勤務する職員に対し、給料月額等に対する

所定の割合で支給される手当です。  

支給率 

栃木県 

 

3.5％ 

東京都 

特別区 

20％ 

神奈川県 

横浜市 

16％ 

大阪府 

大阪市 

16% 

埼玉県 

さいたま市 

15％ 

千葉県 

千葉市 

15％ 

広島県 

広島市 

10％ 

宮城県 

仙台市 

６％ 

医師又は 

歯科医師 

16％ 

特殊勤務手当 

危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な業務等に従事する職員に対して支給される手

当です。 

【特殊な業務の例】放射線取扱業務、特殊現場作業、銃器等を所持する犯人の逮捕業務（警察官） 

超過勤務手当 
正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた職員に、その勤務した時間数に応じて支給される手当で

す。 

扶養手当 

区分 子 配偶者・父母等 

支給月額 10,000 円 
6,500 円 ※行政職給料表 8 級相当職員は 3,500 円 

※行政職給料表９級相当職員は支給なし 

住居手当 借家・借間 家賃に応じて月額最高 2８,000 円 

通勤手当 

公共交通機関利用者 
○定期券・回数券代相当額 

○新幹線等利用の場合、一定の条件を満たせば、特別料金等の２分の１の額 

自家用車等使用者 

○通勤距離に応じて月額 2,000 円～61,450 円 

○公共交通機関との併用者で有料駐車場利用の場合、利用料金の２分の１の額

（月額最高 四輪自動車：3,000 円、四輪以外：500 円） 

単身赴任手当 
異動に伴い、同居していた配偶者と別居することとなった職員に対し、単身赴任の距離に応じて 30,000

円～100,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 ※「応募認定」とは、早期退職者募集制度に応募し、認定を受けて退職した者をいいます。（H25.11.1～） 

 

（令和６年 4 月１日現在）    

給 料 月 額 期末手当（R６年度支給割合） 

知 事 
1,290,000 円 

（1,161,000 円） 

議 長 990,000 円 

6 月期 

12 月期 

   計 

1.70 月分 

1.70 月分 

3.40 月分 

副議長 900,000 円 

副知事 
1,010,000 円 

（939,300 円） 議 員 830,000 円 

※上記給料月額は、令和 6 年 4 月１日現在、( )内の額に減額しています。 

諸手当の状況 

特別職の報酬等の状況 

退職給付水準の公民較差を是正するため、下のとおり退職手当の支給水準の引下げを行いました。 

退職手当支給率の改正について 

～H25.1.31
H25.2.1～

H25.9.30

H25.10.1～

H26.6.30

H26.7.1～

H29.12.31
H30.1.1～ ～H25.1.31

H25.2.1～

H25.9.30

H25.10.1～

H26.6.30

H26.7.1～

H29.12.31
H30.1.1～ ～H25.1.31

H25.2.1～

H25.9.30

H25.10.1～

H26.6.30

H26.7.1～

H29.12.31
H30.1.1～

自己都合 23.50 23.03 21.62 20.445 19.6695 47.5 46.55 43.7 41.325 39.7575 59.28 55.86 52.44 49.59 47.709

勧奨/応募認定/定年 30.55 28.7875 27.0250 25.55625 24.586875 59.28 55.86 52.44 49.59 47.709 59.28 55.86 52.44 49.59 47.709

退職事由
支
給
率

勤続20年 勤続35年 最高限度額


